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研究要旨 

糖尿病性腎症重症化予防事業は、国の進めるデータヘルス事業の一環として位置づけられる。
そのため、医学的学術的な視点だけではなく、どのように自治体/医療保険者全体の構造化を図り、
どのようなマネジメント機能を内蔵させて、透析導入者低減/健康寿命の延伸・医療費適正化とい
う目標に向け、PDCA サイクルを回していくかが重要な課題となる。 

本研究では、自治体が実施主体となって展開する糖尿病性腎症重症化予防事業の２つの異なる
好事例について、医療保険者である自治体が医師会等の関係機関と連携、外部委託事業者を活用
して展開する広島県呉市の事例と、県単位で地域の医療機関を活用して構造的に展開する佐賀県
の事例の概要を説明し、実施の特徴と方法論、課題を示した。双方に、戦略の全体像を構築し、
組織的に推進し、評価を進めており、他の自治体/医療保険者の参考になる結果を描写することが
できた。 

 
Ａ．研究目的 

糖尿病性腎症重症化予防事業は、平成 22
年度に、医療保険者による医療費適正化好事
例として政府に取り上げられ、平成 25 年 6
月 14 日の閣議決定「日本再興戦略」で、デー
タヘルス計画の一環として位置づけられた。 

データヘルス計画は、医療保険者の機能強
化・拡大の方略であり、「データを活用して科
学的にアプローチすることで事業の実効性を
高めていくこと」、具体的には、レセプトや健
診データ、その他健康情報の分析結果に基づ
き、PDCA サイクルを効果的に回す。保健事業
等施策を立案し、アウトカム（医療費の適正
化・最適化、健康寿命の延伸、生産性の向上
など）の改善を目指すものである。 

 
本研究は、医療保険者が実施主体となって

展開する糖尿病性腎症重症化予防事業の２つ
の異なる好事例について、その具体的な展開
方法を調査し、概説し、その特徴・メリット、
今後の課題を示すものである。 

 
Ｂ．研究方法 
 まず、データヘルス計画を概説した。その
後、当該計画の下に実施される糖尿病性腎症
重症化予防事業について、外部委託事業者を
活用した展開である広島県呉市の事例及び医
療機関の糖尿病療養指導士等を活用した佐賀
県の事例について、各担当者へのヒアリング
を実施し、その概要と特徴を記述した。倫理
的配慮については事例提供者からの了解を得
た。なお、これらの資料はすでに公にされて
いるものである。 
 
Ｃ．研究結果 
１．データヘルス計画の概要 
１）データヘルス計画と保険者機能の強化 
 データヘルス計画は、健康・医療情報を活
用して科学的にアプローチすることで事業の
実効性を高めていくことで、被保険者の健康
の保持増進を目指すものである１）。 

データヘルス計画が創設された背景には、



以下の要因が挙げられる（図 1）。この中でも、
特にレセプトデータ等の健康・医療情報が電
子化され、比較的容易に健康・医療等に関す
るデータを抽出、分析できるようになったこ

とが大きい。さらに、データヘルスに関する
民間事業者の育成-政府の産業成長戦略—が加
味されている。 

 

 
図１ データヘルス計画が生まれた背景（森山, 2017） 
 
 
データヘルス計画の展開については、レセプ
トや健診データ、その他健康情報の分析結果
に基づき、以下の PDCA サイクルを効果的に回
す１）。 

 

 Plan：レセプト・特定健診データ等の分
析と計画策定 

 Do ：保健事業の実施 
 Check:改善 
  Act ：効果測定 

 
 
２）データヘルス計画展開の方法論 

データヘルス計画を展開するにあたっては、
Population Health Management（集団全体の
健康マネジメント：PHM）が一つの有効な方法
として挙げられる。PHM とは、「集団に属する
すべての者が何らかの健康支援を必要とする
との認識に立ち、集団に属する人々を、身体・
心理社会的ニーズ評価から、資源の投入度等
に応じてリスク分類（階層化）し、そのリス
ク特性に応じたプログラム/サービスを提供
するもの」２）と定義される。PHM は、一つの
集団を、医療資源（費用を含む）の使用の特
徴によって集団を階層化し、その階層のリス

ク特性に応じた、解決に向けたサービスに取
り組むものである。サービスの選択に当たっ
ては、供給管理（Supply Management：提供さ
れるサービスの管理。例：ジェネリック医薬
品の推進、多剤使用の精査）と需要管理
（Demand Management：被保険者（需要者側）
の管理。例：糖尿病重症化予防）がある。需
要管理は、リターンと投資額から ROI（Return 
on Investment（ROI）：投資収益率) を計算し、
ROI が最大になるような組合せを選ぶことが、
本来は鍵となる（つまり、保健事業の展開に
は費用対効果の測定が重要）。 
 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 集団全体の健康マネジメントの考え方を用いたデータヘルス計画の展開 
 
 
 
 
３）疾病管理の展開方法 
 具体的な保健指導（対象者の抽出から展開、
評価）は、旧米国疾病管理協会が提示した疾
病管理の方法が活用できる。 

疾病管理は、「自己管理の努力が必要とされ
る患者集団のために作られた、ヘルスケアに
おける介入・コミュニケーションのシステム。

医師と患者との関係や医療計画をサポートす
る。エビデンスに基づく診療ガイドライン、
患者を主体とする医療の戦略により、症状悪
化・合併症の防止に重点を置く。総体的な健
康改善を目標として、臨床的、人的、経済的
アウトカムを評価する」と定義される３）。疾
病管理の展開（全体像）を図 3 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   図３ 疾病管理の展開（全体像） 
（出典：松田晋哉, 坂巻弘之編著『日本型疾病管理モデルの実践.』じほう, 2004, p.174 より。森山が簡略化） 



２．関係機関との連携及び外部事業者への委
託：広島県呉市等の事例 
 広島県呉市では、計画立案と事業実施の管
理・モニタリング、事業全体の評価は医療保
険者である自治体が医師会等の関係機関と連
携しながら実施し、重症化予防等の保健指導
及びそれに係る業務を外部事業者に委託する
ことを特徴に持つ。 
 
 

１）PDCA サイクルの遂行・健康・医療等に関
するデータ分析による課題の抽出 
 広島県呉市では、患者数に対する人工透析
患者の一人当たりの医療費の大きさに着目し
ており、医療保険者としてこの解決策を探っ
ていた。そこで、詳細な医療費分析を行い４）、
医療保険者として実施する保健事業の全体の
対策を検討した。データ分析後の、糖尿病性
腎症重症化予防事業に関する PDCA サイクル
の遂行を図 4 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ 呉市地域総合チーム医療 PDCA サイクル（呉市作成） 
 
 
 
 
 
２）事業実施に当たっての全体像・実施根拠
の構築 

広島県呉市は、糖尿病性腎症重症化予防事
業の実施に当たり、市民の健康の保持・増進
を目的に、医療、保健、福祉、行政機関等か
ら構成される、既存の「呉市地域保健対策協
議会」の中に「地域総合チーム医療推進専門
部会」を新たに設置し、その中で「糖尿病性
腎症重症化予防」を推進している（図 5）。こ

の「地域総合チーム医療推進専門部会」の特
徴は、①多職種アプローチによる疾病管理と、
②生活習慣病の発症予防、並びに重症化予防
及び慢性期の維持を、医師会等の関係機関の
シームレスな連携と医療保険者の調整により
フォローアップする仕組みである。 
 
 
 

 



 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５ 糖尿病性腎症重症化予防の位置づけ（呉市作成） 
 
 
３）人工透析の導入となる被保険者数の低減
に向けての総合的な方策 
 呉市では、人工透析の導入となる被保険者
を減らすために、病状の悪化により透析移行
の危険性を有する者を糖尿病性腎症の重症度
分類（ステージ分類）に応じて、図 6 に示す
保健事業を実施している。 
・ ポピュレーションアプローチとして、生活

習慣病予防講演会を市民に対して実施、医
師会との協力の下、全市で減塩対策を実施
している。 

・ 腎症の早期ステージ者に対しては、健診結
果からの抽出を行い、啓発事業や「糖尿病
重症化予防事業」を外部委託で実施してい
る。 

・ 健診データとレセプトデータの突合から、
治療中断者や医療機関未受診者を発見し、
「受診勧奨」を自庁で実施している。 

・ 進行した腎症ステージ者に対しては、レセ
プトデータ（糖尿病・糖尿病性腎症の病名
＋薬剤使用）及びかかりつけ医の紹介から

対象者を選定し、「糖尿病性腎症重症化予
防事業」を外部委託で実施している。 

・ また、上記事業終了者に対しては、「フォ
ローアップ事業」を自庁及び外部委託で実
施している。以前は、事業終了者による
OB 会「呉そらまめ会」（現在は「呉そらま
め連絡会」）を展開し、外部事業者による
「料理教室」と併せて実施していた。 

・ 併せて、地域総合チーム医療推進専門部会
に「CKD 重症化予防」を設置し、CKD 予防
ネットワークを展開している（図 7）。こ
のネットワークでは、健診データから対象
者を抽出し、CKD かかりつけ医に抽出者を
紹介する受診勧奨を行っている。さらに、
専門の治療が必要と判断された対象者に
ついては、かかりつけ医から専門医療機関
への紹介を行っている。 

・ 重症化予防対象者には、地域連携パスと共
有できる「呉市健康管理手帳」を発行して
いる。 

 



 

図６ 「糖尿病性腎症等重症化予防事業」の全体像（呉市作成） 
 

 
図７ CKD 予防ネットワークの構築と運用（呉市作成） 
 
 
 
 



４）実施効果の測定 
 平成 20 年度以降の呉市国保における人工
透析患者数の推移を、図 8 に示す（事業開始
は平成 22 年度から）。事業開始後、人工透析
患者数の減少効果を得ている。この効果は、
もちろん事業そのものの効果だけではなく、
人口減少、平成 24 年度に導入された医療機関
での「糖尿病透析予防管理料」の実施や降圧
薬の使用の標準化や使用の強化（血圧管理の
効果）、CKD 診療の普及、地域全体の減塩プロ
ジェクトの影響も大きい。 
 事業参加者と事業参加者以外の被保険者の

医療費削減効果も観察されている。実施後 2
年間の観察結果ではあるが、事業参加者のグ
ループが、抽出されながら事業に参加しなか
ったグループに対して、透析医療費に関して
のみでは 51.33%の削減効果が、透析医療費以
外の医療費では 8.52％の削減効果を得てい
る５）。 
 さらに、現在、平成 22 年度から現在までの
事業参加者のデータと全呉市国保被保険者・
後期高齢者の医療費・介護費データを用いて、
効果を算出中である。 

 

 
図８ 呉市国民健康保険 人工透析者数 年次推移（呉市作成） 
 
 
５）改善に向けての Action 
 呉市では、事業参加医療機関への働きかけ
を拡大するとともに、自治体の内部にノウハ
ウと人材を蓄積していくために、平成 29 年度
から離職している専門職を対象に疾病管理事
業者の人材育成プログラムを活用した教育を
行い、平成 30 年度からの事業への登用を予定
している。 
 

２．地域医療機関の看護師等を活用しての県
全体での計画的な実施：佐賀県の事例 
１）PDCA サイクルの展開・糖尿病関連データ
分析と問題点の抽出 

佐賀県は 2000 年から 2013 年の新規透析導
入患者の伸び率が全国１位となり、県全体で
糖尿病性腎症重症化予防対策に行うことにな
った。そのため、佐賀県医師会、佐賀県糖尿
病対策推進会議、佐賀県保険者協議会、佐賀



県が連携し、特定健診のデータおよびレセプ
トデータよりデータの可視化を行い、現状の
把握、対象者の抽出を行った。佐賀県では糖
尿病専門医が少なく、マンパワーの不足を組
織化、糖尿病療養指導士（日本及び地域）養
成、療養指導士の活動を施設外に拡大するこ
とで補っていった点が大きい。 

 
２）事業展開に当たっての全体像の構築 

2016 年より「ストップ糖尿病対策事業」（図
9）として、関係団体、医療機関、保険者、県
の役割分担を明確にして、１次予防から３次
予防まで総合的な取り組みを行っている（図
10）。特徴として、以下の 4 点が挙げられる。 

① 佐賀県医師会推薦糖尿病医療機関 
佐賀県医師会推薦糖尿病医療機関登録
制度実施要領の規定に基づき、一定の登
録用件を満たして登録された医療機関
が参加 

② 糖尿病コーディネート看護師 
糖尿病基幹病院に勤務する糖尿病療養
指導士の資格を有する看護師で、契約医
療機関等を訪問し、糖尿病地域連携パス
に沿って患者への療養指導を行う。 

③ 佐賀県糖尿病連携手帳 
佐賀県医師会が作成し、推薦糖尿病医療
機関で活用。プログラムツールとして、
かかりつけ医と保険者との連携手段と
して活用し、未受診者、治療中断者の場
合には、保健師による配布も行う。 

④ 2 次医療圏単位「ストップ糖尿病」対策
会議 
2 次医療圏単位（5 地区）において、市
町、保健福祉事務所、郡市医師会等関係
機関が連携し、地域の実情に合わせた糖
尿病対策会議を開催。地域における糖尿
病性腎症重症化予防の取り組みにかか
る各保険者の実施内容を把握し、評価・
分析する場として、当該対策会議を活用。 

 
県の役割として、「ストップ糖尿病」体制整

備、「糖尿病コーディネート看護師」の養成な
どを行い、各医療保険者の役割として、1 次
予防では、特定健診受診率向上のための受診
勧奨、2 次予防で未治療者・治療中断者への
受診勧奨、3 次予防でかかりつけ医や基幹病
院・専門医と連携した保健指導を実施してい
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図９ 佐賀県ストップ糖尿病対策の概要 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10 佐賀県の糖尿病対策（平成 29 年度) 
 
 
 
２）県全体の組織的な方策 

「佐賀県ストップ糖尿病対策」の特徴は、
2011年地域医療再生基金事業により 9か所の
基幹病院の常勤の看護師である糖尿病療養指
導士に地域で活動するための研修を行い、「コ
ーディネート看護師」として基幹病院とかか
りつけ医の支援を行う取り組みの展開を行っ
ていることである（図 11）。コーディネート
看護師の育成には佐賀大学医学部附属病院が
中心的な役割を果たしている。基幹病院に所
属するコーディネート看護師は、定期的に本
プロジェクトに参加している医療機関（2017
年 2 月現在：佐賀県医師会推薦糖尿病医療機
関 309 施設中約 57%が契約）に出向いて、基
幹病院から逆紹介された患者の継続的な療養
指導の支援を行っている。また、血糖コント
ロールが困難な患者に対して、基幹病院に紹
介し、療養支援を行っている。地域の保健師

との連携も重要な活動である。 
糖尿病コーディネート看護師の役割 

① 佐賀県糖尿病連携手帳の推進 
② かかりつけ医療機関への糖尿病診療・療

養支援に関する技術サポート 
③ 地域住民への広報活動（保健師との協力

体制） 
 

糖尿病コーディネート看護師育成・支援事業 
（平成 24 年度～平成 27 年度） 
・地域医療再生基金事業より、コーディネ

ート看護師の週 1 日の活動費（給与） 
 ＋育成・研修費、事務運営費 
（平成 28 年度～平成 31 年度） 
・活動費と育成・研修費は、コーディネー

ト看護師が所属する基幹病院から負担 
・事務局運営費は、佐賀県が負担 
 

 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 11 糖尿病コーディネート看護師事業 

 
 
糖尿病性腎症重症化予防プログラムを遂行

するため、県は二次医療圏単位、県単位で医
療機関・保険者・行政の治療戦略を共有する
プラットフォームである会議の場を構築して
いる（図 12）。「コーディネート看護師」が勤
務する基幹病院を中心に二次医療圏単位の連
絡会を開催している。また、二次医療圏単位
の会議は健康福祉事務所、県単位の会議は健
康増進課と其々担当および役割を明確し（図
13）、特に二次医療圏単位の連絡会は特定健診
およびレセプトデータから市町単位ごとに対
象となる患者の人数が呈示され、(1)現場での
課題の抽出と対策、(2)対象者の抽出（みえる
化）と介入方法の検討、(3)事例検討、(4)か
かりつけ医と連携した重症化予防など、具体
的な課題に取り組む場となっている（図 14）。
対策は、特定健診と医療機関治療中の有無に

より 4 つのグループに分け、介入方法を検討
している（図 15）。 
 上記を地域で展開することから、①自治体
（医療保険者）ごとに、特定健診及び佐賀県
の研究事業による検査結果等から「CKD ステ
ージ分類によるステージごとの患者数（未受
診者・治療中断者数、HbA1c のデータ等）」を
一覧に示し、②それぞれに適した対策を実施
している点が強みである。例えば、未受診者
の受診勧奨と受診継続の支援は、地域の保健
師が行っている。さらに、困難事例について
は、地域の保健師と医療機関の看護師（コー
ディネート看護師を含む）が連携することで
対応している。加えて、多職種間カンファレ
ンスを実施して、解決に向け対応している。 
 

 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 12 ストップ糖尿病対策事業の会議 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 13 ストップ糖尿病対策事業各会議等の役割と担当 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 14 特定健診受診中の糖尿病性腎症重症化予防プログラム対象者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 15 グループごとの介入方針 



４）実施における評価 
 「ストップ糖尿病」対策会議が中心となっ
て、介入（施策）と評価項目（中間アウトカ
ム、分野アウトカム）との関係を示す「糖尿
病のロジックモデル」を作成し、定期的に評
価を実施している。アウトカムでは、医療保
険者（市町）ごとの透析導入患者数/割合、CKD
重症患者数/割合、HbA1c 7.0%以上患者数/割
合、尿中アルブミン検査実施患者数/割合、受
診につながった被保険者数/割合、CKD ステー
ジごとの被保険者数/割合、HbA1c や eGFR の
変化等の推移を出しており、これらについて、
改善がみられている。 
 
 
 

５）実施後の課題の探索：改善に向けての
Action 

糖尿病性腎症重症化予防のため保健や医療
が介入することが効果的なポイントを検証す
るため、糖尿病性腎症で新規透析導入した患
者の後ろ向き調査を行っている。2016 年度に
糖尿病性腎症で新規透析度入となった 121 症
例中、医療機関に同意を得られた 94 症例につ
いて、1)糖尿病発症から透析までの期間は
13.8 年、2)腎臓内科紹介時の血清 Cr 値は
4.4mg/dl、3)腎臓内科紹介後、透析導入まで
の期間は 1.9 年であり、腎臓内科への紹介時
期が遅く、かかりつけ医および腎臓内科医へ
の紹介基準を作成する必要あった。さらに治
療中断例も多く、未受診者や治療中断者の抽
出の重要性が示唆された（図 16）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 16 糖尿病腎症新規透析導入患者後ろ向き調査 
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Ｄ．考察 
 医療保険者である自治体が医師会等の関係
機関との連携をしたうえで、外部委託事業者
を活用して保健事業を展開する呉市の事例と、
県と県医師会、県糖尿病対策推進会議が県全
体を視野に入れ、医療圏・自治体（医療保険
者）全体に統合的な対策を示し、地域の人材
を活用して実施している佐賀県の２つの異な
る実践事例を提示した。以下は、特徴やメリ
ット、過去の報告書の内容も含めた今後の課
題である。 
 
外部委託型 
＜特徴・メリット＞ 
 呉市は、展開の全体像の構築、データ分析
結果に基づく保健事業の立案・作成や総合的
な評価、対象者の抽出基準やかかりつけ医と
専門医との連携基準・ネットワークの構築に
ついては医療保険者である自治体と医師会等
の関係機関が連携し行っている。また、定期
的に事業評価を行い、結果に基づいて改善策
を外部委託事業者に求めるなど、モニタリン
グ、監査を行い、外部委託事業者に任せきり
にすることなく質を担保している。健康・医
療データの分析、事業評価についても、学識

経験者や専門医等の協力を得ることができて
おり，自治体と関係機関が連携し、被保険者
にとって、よりよい療養生活を送るための支
援体制を構築することができている 
・ 自治体内のマンパワー不足（業務量の負荷）

をコントロールし、専門的な知識や技術は
外部事業者、学識経験者及び専門医等の協
力を得るといった役割分担を行っている。 

・ 地元産業を創出し、事業者を育て、経済活
動を促進する役割を担っている。 

・ 外部事業者を活用することから、安定的に
質の高い保健指導を提供することができ
る。 

・ 外部事業者を活用して、地域資源（離職中
の専門職）の育成を行い、事業の継続性と
地元人材の育成を行っている。 
 

＜課題＞ 
① 外部事業者をうまく活用する庁内のノウ

ハウの蓄積 
② 透析導入直前・導入後に国保に加入してく

る他の医療保険の被保険者への対策（自治
体として、市民の透析導入予防対策をどの
ように行うのか） 

③ 透析導入のリスクは高いが介入体制が未
整備の集団への対策（精神疾患（統合失調
症）患者、心不全患者、他診療科への受診
者（腎機能低下者への薬剤使用の注意喚起） 

④ 「③」も踏まえた後期高齢者への透析導入
予防対策の構築（心不全など複合的なリス
クを要する高齢者、コールセンターからの
指導が困難な者への介入の方策策定） 

⑤ 健診の受診率の向上（健診の受診率が低い
ことが対象者の抽出を困難にしている）と
かかりつけ医からの対象者の事業への紹
介ルートの強化 

⑥ 費用対効果の測定方法の確立 
⑦ 医療機関による患者教育の強化 
 
医療機関を中心とした実施型 
＜特徴・メリット＞ 

佐賀県は、県と関係団体がデータ分析・計
画立案・調整する役割を担い、県内の医療圏
を活用、医療機関と保険者の連携方法、また
各自治体に統一した方向性と方策を示すこと



で、県全体で対策を講じることができている。
大学（病院）の果たす学術的な支援の役割を
うまく活用し、人材育成やデータ分析・評価、
次の対策立案が行えている。各機関が、過去
から長期にわたって戦略的に行ってきたさま
ざまな糖尿病対策を、データヘルス計画の推
進の下、統合させ、さらに戦略化したところ
に特徴がある。 
・ 大学病院、中核（基幹）病院、医療機関を

階層化、連携ネットワークを構築すること
で、うまく構造化、役割分担ができている。 

・ 医療機関全体が参入するので、事業の実施
効果が現れやすい。 

・ 地元（県内）の人材を育成・活用すること
で、地元の底上げにつながる。県を挙げて
の問題解決の取り組みにつながっている。 
 

＜課題＞ 
① （財源を基幹病院に依存していることか

ら、）財源確保や基幹病院参加の継続性、
コーディネート看護師の養成数の増加、通
常業務との仕事の切り分け 

② 対象者の抽出と重点介入対象の明確化を
行うため、eGFR および尿蛋白、尿アルブ
ミンの検査の実施率を高めること。腎機能
の推移を評価するためのΔGFR の各医療
機関での導入の推進 

③ 専門医への紹介基準の拡大 
専門医への紹介基準について透析導入患
者の後ろ向き調査により腎症が進行した
段階で腎臓専門医への紹介されているた
め、佐賀県腎臓専門医会からどのステージ
でも紹介・連携可能との提案があり、初め
て腎機能障害を認めた尿蛋白(+)、アルブ
ミン尿 30mg/gCr および腎機能障害が進行
した eGFR50/ml/分未満、尿蛋白 2(+)以外
でも紹介可能となった。また糖尿病専門医
への紹介は HbA1c が２ヵ月連続 8.0%以上
とした。 

④ 未受診者・治療中断者への働きかけについ
て、保健師と医療機関との連絡票、情報提
供書の積極的な活用と活用状況の連絡会
での報告 

⑤ 医療者のスキルアップ・治療の標準化する
ための佐賀県糖尿病重症化予防診療ガイ

ドの作成・各地区で研修会の実施、２次医
療圏単位の連絡会で症例検討会の実施と、
保健師および行政を含めた多職種の治療
戦略の共有 

⑥ 患者との情報共有を行うための糖尿病連
携手帳の活用の推進 

⑦ 職域との連携の構築 
社会保険被保険者の未受診者への介入、退
職時の保険者間での情報共有 

⑧ 特定健診受診率の向上 
ケーブルテレビ、ラジオ、市報などの活用 

 
Ｅ．結論 
 自治体が実施主体となって展開する糖尿病
性腎症重症化予防事業の２つの異なる好事例
について、外部委託事業者への委託、地域の
医療機関を活用した実施の特徴と方法論、課
題を示すことができた。双方に、戦略の全体
像を構築し、組織的に推進し、評価を進めて
おり、他の自治体/医療保険者の参考になると
考える。 
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